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（本研究 の 目的）

　
“

英語 の 教員は概 して視野狭窄にな りが ちだ
” 一 こ れは英語帝国主義をテ

ー マ と

した 討論会 で 、 あ る大学 の フ ラ ン ス 語教 員 が英語教 員 に 浴び せ か け た 言葉で あ る 。 あ

れ か ら 10 年 ほ ど経過 した 現在 、 英語帝国 主義や英語支配に対す る異議申 し立 て の 勢い

は弱ま り、 こ の ような表立 っ た批判 の 声を聞 くこ とは 少な くな っ た 。 そ の 傾 向 に反 比

例 する形で 、 脱 英米英語 を標榜する 「国際語 と して の 英語」 や 「リン ガ ・フ ラ ンカ と

して の 英語 」 が 日本の 英語教育界で 好意 的 に迎 え られ るよ うに な り 、 英語 とい う大言

語 の 持 つ 特性に対する批判精神が 薄れて しま っ た 。 その 結果 、 英語教育関係者の視 野

狭窄は 度を深めて い る と言 っ て も過 言で はない 。

　そ の ような現状認識を も っ て 、 私 た ち （JACET 　SIG 言語政策研 究会 の 会 員）は 、

「大学英語教育学会綱領」 に 示され て い る活動 の 指針に立 ち戻 り、「外国語教育」 とい

う視座か らわが 国の 英語教育を見つ め直す と ともに 、

「ア ジア ・ア フ リカ諸国 に おけ る

言語教育の 実態 を把握する こ とに よ っ て 何が見 えて くる か 」 とい う視 点 か ら、 自らの

立ち位置の 見直 しをす るこ とに した 。

（仮 説）

研究 目的 を達成 す るため 、 以下 の 仮説 を設けた 。

　ア ジ ア ・ア フ リカ諸国の 言語政策 （と りわけ 、 英語教育に 片寄 っ た 外国語教育）

が 、 そ れぞれ の 国 や地域に形成 されて い た独 自の 文化 や人々 の ア イ デ ンテ ィ テ ィ

を突き動 か し 、 経済格差 に象徴され る負の 効 果 をもた らす要因 とな っ て い る 。
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（方法 ）

　こ の仮説を立証 す るため 、 私 たちは下記の 書物 を約 2 年間に わ た り輪 読 し、ア ジ ア

各国 の 言語政策 ・
言語教育政策 に つ い て 理解 を深めた 。

Amy 　B．　M ．　Tsui　and 　James 　W 　Tollefson（Eds ．）（2007）La刀 8uage ．PolicM　Cu／ture
，

∂刀ゴ1ぬ ロ雄 7 加 、4訂 ∂刀 Con　texts（Lawrence　Erlbaum　Associates，　Publishers）

　この 本の 扱 っ て い る ア ジア の 国 ・地域は 12 （日本 、 韓 国 、 マ レー シア 、 シ ンガポ ー

ル 、 カ ンボ ジ ア 、 香港 、 ブル ネイ 、 ニ ュ
ー ジー ラ ン ド、 イ ン ド、 ネパ ール 、

パ キ ス タ

ン 、 バ ン グ ラ デ シ ュ ）で あ る が 、 本発表 で は 主 と して マ レ
ー

シ ア、 シ ンガポ ー
ル 、 カ

ンボ ジア 、 香港 、
ニ ュ

ー ジー ラ ン ド、 イ ン ドに 焦点 を当て る 。 また、英語圏ア フ リカ

諸国につ い て は 、 文献調査 お よび現地 調査に よ っ て 現状把握に努 めた 。

（結論）

上掲書の 輪読お よび 現地調査 か ら、 以 下 の 結論にた ど りつ い た 。

1． ア ジ ア ・ア フ リカ 諸国 におい て 、 英語 の流 入 が現地住民 （先住民 ・移 民 ）の 言語 、

　 文化 、 アイ デ ンテ ィ テ ィ を大 き く変容 させ て い る （例 えば 、
ニ ュ

ー ジー
ラ ン ド、マ

　 レ
ー

シ ア 、 ブル ネイ ）。 更 に 、 民族言語 か ら英語 へ 母語が替わ る とい う言語 シ フ ト

　 の 様相を引 き起 こ して い る場合もあ る （例 えば 、 シ ン ガポール ）。

2． 国家語に よる翻訳語 が整備 されて い ない 状態で 植民地化 された国々 で は 、 高等教育

　 段階の 教育言語 として 旧宗主国の 言語に頼 ら ざ る をえな い （例 えば 、 マ レー一シ ア 、

　 シ ン ガ ポール ）。 初等教育段階か ら旧宗主 国の 言語に頼 らざるをえな い 国々 （例え

　 ば 、 英語圏ア フ リカ諸国）もあ り、 母語 で公 的生活を営む こ とが 困難 に な っ て い る

　 だ けで な く、 そ の よ うな環境 に国民が 疑念を抱 くこ とす らな くな りつ つ あ る 。

3． 英語 を教育言語 とす る学校に子 ども を送るこ との で きる 階層 と、 現地語 を教育言語

　 とす る学校 に送 らざるをえない 階層に 判然 とした経済格差が見 受け られ る。 その う

　 え 、 英語使用層 （中間層以上 ）は 、 社会的 ・経済的既得権 を手離そ うと しな い ため 、

　 英語教育に よ る格差 （English　divide）の 固定化 が進んで い る （例えば 、
パ キス タ

　 ン、香港 、 イ ン ド）。

4，英語の 拡散 ・英語教育の普及に よ り英語使用人 口 が増 えて い るた め 、

「英語教育に

　 よ る格差 の 固定化 」 とい う本質的な 問題 が 不明瞭に な っ て い る 。
つ ま り、英語 力が

　 教育格差 を生み 、それ が社会格差 ・経済格差に つ なが り、 更に格差の 再生産 を引 き

　 起 こ す とい う「格差 の連鎖」が不可視に な っ て い る 。 そ の 結果 、 英語教育関係者は 、

　 英語の 効率 的教授 法 に専念するあま り、

「英語支配 に対 す る異議申し立 て 」 とい う

　 視座 を見失 っ て い る （例 えば 、 日本）。
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